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682.9%

292.0%

167.9%

90.8%

60.3%

56.5%

39.1%

30.6%

25.0%

18.3%

6.0%

4.0%
エネルギー自給率が低いことは、資源を
他国に依存しなくてはならず、資源確保の
際に国際情勢の影響を受けやすくなり、
安定したエネルギー供給に
懸念が生じます。

2010年
自給率

19.9％

2014年
自給率

6.0％

産
業
革
命
以
降
、
化
石
燃
料
が
生
み
出
す
エ
ネ
ル

ギ
ー
は
文
明
の
発
展
を
促
し
、
大
国
へ
の
道
は
「
い

か
に
資
源
を
手
に
す
る
か
」
だ
っ
た
。
し
か
し
資
源

に
乏
し
い
日
本
は
、
化
石
燃
料
の
大
部
分
を
輸
入
に

頼
る
必
要
が
あ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
面
で

は
根
本
的
な
脆
弱
性
を
抱
え
る
。
こ
う
し
た
構
造
は

世
界
の
政
治
情
勢
や
市
場
価
格
の
変
動
に
、
常
に
さ

ら
さ
れ
る
リ
ス
ク
を
持
つ
。

こ
の
た
め
日
本
は
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
基
本
法
」

（
２
０
０
２
年
６
月
制
定
）に
基
づ
く
「
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
」
の
も
と
、
長
期
的
、
総
合
的
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
を
計
画
的
に
進
め
て
き
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
は
お
よ
そ
３
年
に
１
度
の
頻
度
で
見
直
し

が
図
ら
れ
て
お
り
、
現
行
計
画
は
、
東
日
本
大
震
災

と
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
受

け
、
厳
し
い
局
面
に
立
た
さ
れ
た
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
情
勢
を
ど
う
乗
り
越
え
て
い
く
か
を
主
題
と
し
て
、

２
０
１
４
年
４
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
。

震
災
か
ら
約
６
年
半
。
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
ど

う
変
わ
っ
て
き
た
の
か
。
近
く
迎
え
る
で
あ
ろ
う
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
の
見
直
し
も
見
据
え
つ
つ
、
シ

リ
ー
ズ
で
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
現
状
と
課
題

を
検
証
す
る
。
１
回
目
の
今
回
は
、
現
在
の
「
わ
が

国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
」
を
振
り
返
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
構
造
と
自
給
率

１
９
６
０
年
。
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催
を
４
年

後
に
控
え
、
池
田
勇
人
内
閣
が
「
所
得
倍
増
計
画
」

を
発
表
し
た
年
だ
。
こ
の
年
の
日
本
の
電
力
需
要
は

１
０
０
０
億
kWh
程
度
と
、
２
０
１
０
年
の
お
よ
そ
１０

分
の
１
。
経
済
成
長
が
本
格
化
す
る
に
つ
れ
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
、
な
か
で
も
電
力
消
費
は
急
増
し
た
。

け
ん
引
し
た
の
は
家
電
製
品
の
爆
発
的
な
普
及
だ
っ

た
。
テ
レ
ビ
、
冷
蔵
庫
、
洗
濯
機
の
い
わ
ゆ
る
「
三

種
の
神
器
」
か
ら
、
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
、
ク
ー
ラ
ー
、

カ
ー（
車
）の
「
３
Ｃ
」
を
競
っ
て
買
い
そ
ろ
え
る
時

代
に
入
り
、
１
９
７
３
年
と
１
９
７
９
年
、
２
度
の

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
を
経
験
す
る
ま
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
上
回
る
伸
び
を
続
け
た
。

そ
の
一
方
で
公
害
問
題
に
対
す
る
社
会
の
意
識
の

高
ま
り
を
受
け
、
石
炭
か
ら
石
油
へ
の
転
換
が
進
む
。

１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
構
造
で
見
れ
ば
、
国
内
炭

が
主
役
の
１
９
６
０
年
に
は
「
５８
・
１
％
」
だ
っ
た

自
給
率
は
、
原
油
の
輸
入
増
加
に
よ
り
第
１
次
オ
イ

ル
シ
ョ
ッ
ク
時
の
１
９
７
３
年
に
は
「
９
・
２
％
」

と
、
１
桁
に
低
下
し
て
い
た
。

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
は
、日
本
社
会
に
「
無
資
源
国
」

の
弱
み
を
自
覚
さ
せ
、省
エ
ネ
ル
ギ
ー
促
進
、脱
石
油

政
策
な
ど
と
同
時
に
、
原
子
力
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー
利

用
の
多
様
化
が
進
め
ら
れ
た
。そ
の
結
果
、２
０
１
０

年
の
自
給
率
は
「
１９
・
９
％（
原
子
力
を
含
む
）」

と
、
２
割
に
届
く
水
準
に
回
復
し
つ
つ
あ
っ
た
。

そ
し
て
２
０
１
１
年
３
月
。
福
島
第
一
原
子
力
発

電
所
事
故
に
よ
り
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
は
大

き
く
変
化
し
た
。
原
子
力
発
電
が
す
べ
て
停
止
し
て

い
た
２
０
１
４
年
の
自
給
率
は
「
６
％
」。
こ
れ
は

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
時
さ
え
も
下
回
る
、
統
計
が
残
る

な
か
で
最
も
低
い
数
字
と
な
っ
て
お
り
、
他
の
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
諸
国
と
比
較
し
て
も
低
い
水
準
と
な
っ
て
い
る

〔
図
表
１
参
照
〕。

発
電
構
成
の
推
移

次
に
、
現
在
１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
お
よ
そ
４
割
を

消
費
す
る
電
気
に
つ
い
て
、
そ
の
発
電
構
成
の
変
遷

を
た
ど
っ
て
み
た
い
。
日
本
の
電
気
事
業
は
、
水
力

発
電
に
よ
っ
て
周

辺
地
域
に
電
力
を

供
給
す
る
時
代
か

ら
始
ま
っ
た
。
そ

の
後
、
急
速
な
経

済
成
長
に
対
応
す

る
た
め
、
火
力
で

大
規
模
に
発
電
し

た
電
力
を
送
配
電

網
で
広
い
地
域
に

送
る
時
代
に
移
っ

て
い
く
。
特
に
コ

ス
ト
の
安
い
石
炭

火
力
が
ベ
ー
ス
を

賄
い
、
水
力
が
ピ

ー
ク
部
分
を
担
う

か
た
ち
が
理
想
と

さ
れ
、
ピ
ー
ク
調

整
能
力
が
大
き
い

貯
水
池
方
式
の
水

力
発
電
所
の
建
設

が
進
め
ら
れ
た
。
１
９
６
３
年
６
月
に
竣
工
し
、
今

も
活
躍
を
続
け
る
関
西
電
力
黒
部
川
第
四
発
電
所
、

通
称
「
く
ろ
よ
ん
」
な
ど
は
、
そ
の
代
表
的
な
発
電

所
と
い
え
る
。

と
は
い
え
、
急
増
す
る
電
力
需
要
に
対
応
す
る
た

め
に
は
、
出
力
が
大
き
く
、
運
用
し
や
す
い
火
力
発

電
所
が
必
要
だ
っ
た
。
工
業
地
帯
な
ど
大
需
要
地
の

近
傍
に
石
油
火
力
が
建
設
さ
れ
、
１
９
７
３
年
の
第

１
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
の
時
は
、
国
内
発
電
設
備
の

９
割
以
上
を
火
力
発
電
が
占
め
た
。
こ
う
し
た
時
代

の
な
か
で
、
将
来
を
見
越
し
、
着
実
に
進
め
ら
れ
て

き
た
の
が
原
子
力
発
電
の
導
入
だ
。

１
９
５
５
年
に
原
子
力
基
本
法
が
制
定
さ
れ
、
商

用
発
電
炉
へ
の
取
り
組
み
が
本
格
化
す
る
。
１
９
６

３
年
１０
月
に
は
茨
城
県
東
海
村
の
日
本
原
子
力
研
究

所（
現
在
の
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
）の
動
力
試

験
炉
・
Ｊ
Ｐ
Ｄ
Ｒ
が
発
電
試
験
に
成
功
し
、
日
本
に

原
子
の
灯
が
と
も
っ
た
。
お
よ
そ
３
年
後
に
は
日
本

原
電（
日
本
原
子
力
発
電
）が
実
用
規
模
の
原
子
力
発

電
所
と
し
て
東
海
発
電
所
の
運
転
を
開
始
。
そ
の
後

も
、
大
阪
万
博
に
試
運
転
電
力
を
供
給
し
た
関
西
電

力
美
浜
発
電
所
１
号
機
な
ど
が
続
き
、
着
実
に
原
子

力
発
電
の
開
発
が
進
め
ら
れ
た
。

ま
た
、
２
度
の
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
の
経
験
を
踏
ま

え
、
原
子
力
発
電
の
拡
大
と
同
時
に
、
省
エ
ネ
の
推

進
、
火
力
燃
料
と
し
て
の
石
炭
の
見
直
し
や
Ｌ
Ｎ
Ｇ

（
液
化
天
然
ガ
ス
）の
導
入
拡
大
な
ど
も
進
め
ら
れ

た
。い

ず
れ
の
発
電
種
別
や
燃
料
に
も
偏
ら
ず
、
国
際

シ
リ
ー
ズ

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
現
状
と
課
題
１

わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情

電
気
事
業
連
合
会

図表１ 主要国の１次エネルギー自給率比較（２０１４年）

出所：経済産業省資源エネルギー庁「日本のエネルギー２０１６」

※関連する動画はこちら
のQRコードからアク
セスできます（映像で
知るエネルギー電事連
チャンネル）
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原子力

再生可能
エネルギー

水力・石炭火力・原子力などによる
ベースロード電源の比率は 56%

地熱

風力

太陽光

水力

バイオマス

石炭

石油

2010年度（震災前） 2015年度 2030年度

LNG

火力

9.6％

28.6％

29.3％

25.0％

7.5％ 9.0％

31.6％

44.0％

26％

27％

20～22％

8.8～9.2％

3.7～4.6％
1.0～1.1％

7.0％ 1.7％22~
24％

3％

1.1％

14.3％

2015 年
LNG（天然ガス）

総輸入量
8,505万トン

サウジアラビア
　　33％

オーストラリア
　 22％

オーストラリア
65.1％

マレーシア
18％

カタール
17％

ロシア
9％

インドネシア
7％

インドネシア
　17.3％

UAE
25％

UAE
6％

ロシア
9％

ロシア
8.7％

カタール
8％

クウェート
8％

イラン
　　  5％

エクアドル 1％
イラク 2％

メキシコ 1％

カナダ
4.2％

米国 3.2％
中国 0.9％
その他 0.7％

ナイジェリア
5％

ブルネイ
5％

パプアニューギニア 5％
オマーン 3％

その他 3％

インドネシア
2％

その他
6％

2015 年
原油
総輸入量

12.3 億バレル

2015 年
石炭
総輸入量

1億9,048万トン

資源の安全確保のため、
主な原油調達先である中
東産油国との関係強化を
進めると同時に、調達先
の多角化、更なる権益獲
得に向けた取組、LNG調
達における競争活性化を
進めています。

（百億 kWh）
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

100.0%

50.0%

0.0%

水力 石炭 ＬＮＧ 石油等 原子力 新エネ等 化石燃料依存度

1973 1979 1985 1991 1997 2003 2009 2014

88%

4,200

2,824

963

819
295

0

オイルショック以降
低下傾向 原子力停止に

伴い急上昇

オイルショック以降
着実に開発

震災後順次停止

的
な
政
治
情
勢
や
市
場
の
動
向
に
機
動
的
に
対
応
し
、

経
済
性
と
供
給
安
定
性
を
同
時
に
達
成
す
る
―
―
。

こ
の
「
電
源
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
」
は
、
無
資
源
国
と

し
て
の
リ
ス
ク
を
最
小
化
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

た
も
の
で
、
こ
れ
は
、
昨
今
の
経
営
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
形
成
と
同
様
の
考
え
方
だ
。
東
日
本
大
震
災
前
の

２
０
１
０
年
の
発
電
電
力
量
構
成
は
「
石

炭
・
石
油
合
計
」
が
約
３２
％
、「
Ｌ
Ｎ
Ｇ
」

が
約
２９
％
、「
原
子
力
」
が
約
２９
％
。
そ

れ
ぞ
れ
の
ウ
エ
ー
ト
が
約
３
割
と
バ
ラ
ン
ス
し
て
お

り
、
１
つ
の
到
達
点
を
示
し
て
い
た
と
い
え
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故

の
影
響
に
よ
り
全
国
の
原
子
力
発
電
所
は
順
次
停
止
。

そ
れ
を
補
う
た
め
、
火
力
発
電
は
古
く
効
率
の
低
い

設
備
ま
で
フ
ル
稼
働
す
る
状
況
と
な
り
、
２
０
１
５

年
度
は
「
石
炭
・
石
油
合

計
」
が

約
４１
％
、「
Ｌ
Ｎ

Ｇ
」
が
約
４４
％
ま
で
上
昇
。

電
気
の
ほ
と
ん
ど
は
火
力

発
電
で
賄
わ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
〔
図
表
２
・
３
参

照
〕。経

済
産
業
省
に
よ
る
と
、

原
子
力
発
電
の
停
止
に
よ

り
、燃
料
費
の
増
加
額（
試

算
）は
２
０
１
５
年
度
末

ま
で
の
累
積
で
１４
・
２
兆

円
に
達
し
て
お
り
、
２
０

１
６
年
度
の
推
計
値
も
含

め
る
と
１５
・
５
兆
円
に
達

す
る
と
み
ら
れ
る
〔
図
表

４
参
照
〕。
こ
れ
は
２
０

１
４
年
度
消
費
税
の
一
般

会
計
税
収（
約
１６
兆
円
）と

ほ
ぼ
同
じ
規
模
だ
。

今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス

東
日
本
大
震
災
前
の
日
本
経
済
は
、
オ
イ
ル
シ
ョ

ッ
ク
よ
り
２０
年
近
く
前
に
原
子
力
の
導
入
に
着
手
し

て
い
た
こ
と
で
、
成
長
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ

と
な
く
、
脱
石
油
化
を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る
こ
と
が

で
き
た
と
い
え
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
東
日
本
大
震

災
以
降
の
化
石
燃
料
依
存
度
の
上
昇
や
、
そ
れ
に
伴

う
自
給
率
の
低
下
に
よ
り
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、

世
界
の
政
治
情
勢
や
市
場
価
格
の
変
動
影
響
を
受
け

や
す
い
状
態
と
な
っ
て
い
る
。
２
０
３
０
年
度
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
で
描
く
、
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た

電
源
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
を
再
び
達
成
す
る
た
め
に
何

が
必
要
か
。
継
続
的
な
検
討
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

資源確保に向けた取り組み

資源に恵まれない日本は火力発電燃料のほとんどを海外からの輸入に依存している。

オイルショックの経験などを踏まえ、他国の政治情勢や市場価格の変動から受ける影響を抑えるため、調達する

燃料の多様化や輸入国の地域を分散化するなどの努力も継続してきた。

２０１５年の輸入実績を見ると、原

油の輸入元は中東地域が依然８割

程度を占めるが、ロシアも第３位

に台頭。

石炭は約６５％がオーストラリア

で、インドネシアが続く。比較的

政情が安定した地域であり、地政

学的リスクは低いが、調達先の多

様化や、低品位炭の活用も含めた

石炭資源の有効活用も進めている。

LNGはオーストラリア、マレ

ーシア、カタールなど、比較的調

達する地域が分散している。今後

は、シェール革命により原油やシ

ェールガス由来のLNGなどの輸

出を解禁した米国の動向も注目さ

れる。２０１７年１月には、シェール

ガス由来のLNGが初めて日本に

も到着した。
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図表４ 燃料費の増加の見通し

２０１６年度推計
（２０１７年４月
時点）

３．３兆円※２

＋１．３兆円

４．３％

※１ 原子力発電の停止分の発電電力量を火力発電のたき増しにより代替していると仮定し、直近の燃料価格
等を踏まえて燃料費を試算
ベースロード電源として原子力を利用していた東日本大震災前並み（２００８～２０１０年度の平均）の燃料費と
比較して算出

※２ 実績値（電気事業連合会加筆）

出所：経済産業省電力・ガス基本政策小委員会資料（４／２１）等から一部抜粋・加筆

２０１５年度
実績

４．４兆円

＋１．８兆円

２．３％

２０１４年度
実績

７．２兆円

＋３．４兆円

０％

２０１３年度
実績

７．７兆円

＋３．６兆円

２．３％

２０１２年度
実績

７．０兆円

＋３．１兆円

３．９％

２０１１年度
実績

５．９兆円

＋２．３兆円

２５％

２０１０年度
実績

３．６兆円

―

６７．３％

燃料費

うち原発停止に
よる燃料費増
（試算）※１

原子力利用率

図表２ 発電電力量（一般電気事業用）の推移と構成割合

出所：経済産業省資源エネルギー庁『エネルギー白書２０１６』

図表３ ２０３０年度のエネルギーミックス

※四捨五入の関係で、構成比の合計が１００％にならないことがある

出所：経済産業省資料、電気事業連合会資料を基に作成

図表５ 日本の化石燃料輸入元（２０１５年）

出所：経済産業省資源エネルギー庁「日本のエネルギー２０１６」
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